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◆国民経済計算～平成２２年１０～１２月期・１次速報～　　　２月１4日（内閣府）
・平成２２年１０～１２月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は前期比－０．３％（年率－１．１％）となった。
・平成２２年１０～１２月期の実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が－０．２％、財貨・サービスの純輸出（外需）が－０．１％となった。

◆平成２３年３月高等学校卒業予定者の就職内定状況（平成２２年１２月末現在）　　　２月１5日（文部科学省）
・平成２２年１２月末における高等学校卒業予定者の就職内定率（就職内定者の就職希望者に対する割合）は７７．９％で、昨年同期の７４．８％
から３．１ポイント上昇した（一昨年同期は８２．３％）。また男女別にみると、男子は８２．４％、女子は７１．４％で、昨年同期と比較すると、男
子は２．７ポイント、女子は２．９ポイント上昇した。

◆平成２２年賃金構造基本統計調査（全国）　　　２月２２日（厚生労働省）
・�一般労働者の賃金（平成２２年６月分の所定内給与額をいう。以下同様。）は男女計で２９万６，２００円（平均４１．３歳、勤続１１．９年）、男女別に
は、男性は３２万８，３００円（平均４２．１歳、勤続１３．３年）、女性は２２万７，６００円（平均３９．６歳、勤続８．９年）となっており、前年と比べると男
女計では０．６％、男性では０．５％それぞれ上昇し、女性では０．２％低下している。
・一般労働者の雇用形態別の賃金をみると、正社員・正職員３１万１，５００円（平均４０．７歳、勤続１２．６年）、正社員・正職員以外１９万８，１００円（平
均４５．０歳、勤続６．８年）となっており、前年と比べると正社員・正職員では０．４％、正社員・正職員以外では１．８％それぞれ上昇している。
男女別にみると、男性では正社員・正職員３３万８，５００円（平均４１．５歳、勤続１３．８年、前年比０．３％増）、正社員・正職員以外２２万８，８００円（平
均４７．４歳、勤続７．６年、前年比３．１％増）、女性では、正社員・正職員２４万４，０００円（平均３８．７歳、勤続９．７年、前年比０．３％減）、正社員・
正職員以外１７万９００円（平均４２．９歳、勤続６．０年、前年比０．７％減）となっている。

・短時間労働者の１時間当たり賃金は、男性で１，０８１円（前年比０．５％減）、女性で９７９円（同０．６％増）となっている。
◆平成２２年度能力開発基本調査　　　２月２３日（厚生労働省）
・企業での正社員に対する教育方針については、「全体の能力を高めることを重視」及び「全体重視に近い」とした企業の割合が５割を
超え（５３. ５％、前回４９. ５％）、「選抜した労働者を重視」及び「選抜者重視に近い」の４６．５％（前回５０．５％）を上回った。

・平成２１年度に計画的OJTを実施した事業所の割合は正社員では５７．８％（前回比０．６ポイント増）、正社員以外では２７．７％（同０．６ポイン
ト減）となった。またOFF-JTの実施率は、正社員で６７．１％（同１．４ポイント減）、正社員以外では３１．４％（同１．８ポイント減）といずれ
も低下した。

・自己啓発を行った従業員個人の割合は、正社員で４１．７％（同０．４ポイント減）、正社員以外では１８．４％（同１．６ポイント減）となった。
◆平成２２年国勢調査（人口速報集計結果）　　　２月２5日（総務省）
・平成２２年１０月１日現在の我が国の人口は１億２８０５万６千人となった（平成１７年から２８万８千人増と横ばい）。

◆サービス産業動向調査～平成２２年速報～　　　３月１日（総務省）
・平成２２年のサービス産業の年間売上高は、２８４．１兆円、前年比２．２％の減少となった。年平均従業者数は、２６１２万人、前年比１．０％の減少
となった。そのうち、職業紹介・労働者派遣業　の年間売上高は、４兆１７４８億８００万円、前年比２．４％（注）の増加、年平均従業者数は２３．３万人、
前年比７．４％（注）の減少となった。

　（注）前年比はJILPT計算。

◆平成２１年経済センサス－基礎調査（基本集計　速報）　　　３月１日（総務省）
・我が国の事業所数（事業所内容等が不詳の事業所を除く。）は６０４万５千事業所、従業者数は６２９３万１千人となった。
・事業所数、従業者数共にもっとも多い産業は「卸売業，小売業」となった。
・雇用者に占める「正社員・正職員以外の雇用者」の割合がもっとも高い産業は「宿泊業，飲食サービス業」となった。
・「個人経営」及び「会社以外の法人」を含む企業等の数は４４７万企業、そのうち「会社企業」は１７９万５千企業となった。
　（参考）「平成１８年事業所・企業統計調査」における平成１８年１０月１日現在の我が国の事業所数（事業内容等が不詳の事業所を除く。）は5９１万１千事業所、従業者数は

5８６３万4千人。
　　※総務省では、調査手法が異なることから、事業所・企業統計調査と経済センサスの統計表の時系列比較を行っていない。

労働力調査詳細集計～平成２２年平均～　　　２月２１日（総務省）

～失業期間が１年以上の完全失業者が平成１４年以降最多～
・�平成２２年平均の完全失業者は３３４万人と前年に比べ２万人の
減少となった。これを失業期間別にみると「１年以上」の者
は１２１万人と前年に比べて２６万人の増加となり、比較可能な
平成１４年以降でもっとも多くなった。一方、１年未満の各区
分については「３カ月未満」の者が９４万人（前年比２３万人減）、
「３～６カ月未満」が５１万人（同８万人減）、「６カ月～１年未
満」が５８万人（同２万人減）とそれぞれ減少した。
・雇用者の状況については、「ちょっと気になるデータ解説」
を参照。

2月11日～3月10日に公表された主な労働関係統計� 　（月次統計を除く） 
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新規求職
申込件数   常用雇用（前年比）

１5 歳以上
人口

労働力
人口 就業者数 雇用者数

短時間
女性雇用
者数 １）

失業者数

（季調値）

雇用保険受給者実人員

前年比

月間有効求職者数

前年比

資料出所

万人 万人 万人 万人 万人 万人 万人 % 人 %

２００６年 １１,０２０ ６,６57 ６,３８２ 5,47２ ８６5 ２75 5９.３ -６.９ ２,１６4,０１4 -4.7

０7 １１,０4３ ６,６６９ ６,4１２ 5,5２３ ９３１ ２57 57.０ -３.９ ２,０９4,4０4 -３.２

０８ １１,０5０ ６,６5０ ６,３８5 5,5２4 ９57 ２６5 5６.１ -１.６ ２,０９１,4９２ -０.１

０９ １１,０5０ ６,６１7 ６,２８２ 5,4６０ ９６１ ３３６ ８5.３ 5１.5 ２,7６２,4８０ ３２.１

１０ １１,０4９ ６,5９０ ６,２5６ 5,4６２ ９６６ ３３4 - - ２,7０5,９３5 -２.０

０９年１２月 １１,０5０ ６,5３９ ６,２２３ 5,455 １,１８０ r ３4６ 7６.６ ３０.7 ２,555,６８4 ２２.９

１０年１月 １１,０47 ６,5３5 ６,２１３ 5,447 ９45 r ３３5 7３.１ １８.１ ２,６１３,８２９ １３.３

２ １１,０44 ６,5０９ ６,１８5 5,4２８ ９１３ r ３２7 7０.３ １.4 ２,６45,57８ ６.4

３ １１,０4６ ６,5６０ ６,２１０ 5,44３ ９１８ r ３３4 ６９.６ -１２.３ ２,８47,4１８ 4.２

4 １１,０4３ ６,６２5 ６,２６９ 5,45１ １,１5３ r ３３7 ６7.８ -２３.１ ３,０１０,１１８ ０.３

5 １１,０47 ６,６4２ ６,２９5 5,45８ ９２０ r ３３６ ６7.０ -２８.８ ２,９２０,２３０ -１.7

６ １１,０5２ ６,６２4 ６,２８０ 5,447 ９０９ r ３4０ 7２.5 -２８.4 ２,８5１,54２ -4.5

7 １１,０5０ ６,６０２ ６,２7１ 5,447 ９０９ r ３３4 7２.１ -２８.０ ２,7３８,９4１ -7.１

８ １１,０4９ ６,６１5 ６,２7８ 5,4６３ ９１３ r ３３０ 7２.９ -２4.２ ２,６６６,１１5 -６.８

９ １１,０5２ ６,６4９ ６,３０９ 5,5１１ ９45 r ３３０ ６９.4 -２３.８ ２,６３９,６7６ -６.０

１０ １１,０5３ ６,６２１ ６,２８６ 5,5０３ ９３4 r ３３7 ６5.１ -２３.９ ２,６１4,６57 -６.８

１１ １１,０5３ ６,57０ ６,２5２ 5,4８１ ９３０ r ３３６ ６３.7 -２０.０ ２,5３９,4２7 -5.7

１２ １１,０5０ ６,5２６ ６,２２８ 5,4６８ １,１９９ r ３２4 ６０.7 -２０.7 ２,３８３,６８4 -６.7

１１年１月 １１,０5２ ６,5１３ ６,２０4 5,4６4 ９９5 ３２２ 5８.９ -１９.4 ２,4２９,45９ -7.１

総務省「労働力調査」 厚生労働省「雇用保険事業統計」 厚生労働省「一般職業紹介状況」

（前年比）

月間有効求人数

前年比

新規求人数
有効求人

倍率

（季調値）

新規求人
倍率

（季調値） 製造業

資料出所

% 人 % % 倍 倍 % % %

２００６年 -２.３ ２,２９4,８３３ ６.１ 4.３ １.０６ １.5６ ０.６ ０.4 ０.4 １.１

０7 -３.８ ２,１7９,８０２ -5.０ -６.4 １.０4 １.5２ １.６ ０.7 ０.5 4.８

０８ ２.０ １,８３１,６６4 -１６.０ -１5.８ ０.８８ １.２5 １.5 １.０ １.１ ２.８

０９ ２２.０ １,３０８,８８5 -２８.5 -２３.０ ０.47 ０.7９ ０.２ -２.３ -０.９ ２.８
１０ -２.３ １,4０３,６３4 7.２ ９.３ ０.5２ ０.８９ r ０.３ r -０.８ r -０.4 r ２.１

０９年１２月 -０.１ １,２０１,5６7 -２３.5 -１7.4 r ０.44 r０.８１ -０.２ -２.7 -１.１ ２.３

１０年１月 -６.６ １,２4８,８7０ -１９.4 -１３.4 ０.4６ r０.８２ -０.２ -２.２ -０.８ １.4
２ -7.９ １,３１4,２００ -１３.０ -２.１ ０.47 r０.８３ ０.２ -１.7 -０.９ ３.０

３ １.１ １,4１２,２３０ -4.4 7.３ r ０.4８ ０.８4 ０.２ -１.１ -０.１ ０.８

4 -4.３ １,３4６,９１３ １.０ 5.7 ０.4８ r０.８６ ０.１ -１.5 -０.６ １.９

5 １.7 １,２7８,２7３ 7.２ １２.３ ０.5０ r０.８5 ０.4 -０.９ -０.３ ２.０

６ -１.８ １,３３３,２０９ １１.３ １２.８ ０.5２ ０.８８ ０.２ -０.８ -０.4 ２.０

7 -5.4 １,３5９,９２６ １３.4 ９.３ ０.5３ r０.８８ ０.5 -０.5 -０.4 ２.7

８ 4.4 １,4１６,９4６ １８.３ １９.０ ０.54 r０.９０ ０.5 -０.３ -０.4 ２.7

９ ２.８ １,5１２,６８２ １９.4 １7.３ ０.55 r０.９２ ０.６ -０.２ -０.２ ２.６

１０ -６.０ １,5６３,６３６ １９.６ １３.９ ０.5６ r０.９5 ０.7 -０.２ -０.１ ２.7

１１ ３.３ １,57３,９77 ２３.８ ２２.６ ０.57 r０.９7 ０.7 -０.２ -０.２ ２.7
１２ -5.８ １,4８２,745 ２３.4 １5.８ r ０.5８ r０.９９ r ０.６ r  ０.０ r  ０.０ r ２.１

１１年１月 -5.０ １,54６,54３ ２３.８ １８.８ ０.６１ １.０２ p ０.８ p -０.３ p  ０.4 p １.7

厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

前年比
一般労働者 パートタイム

労働者

主　要　労　働　指　標

注１）短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が３5時間未満の女性雇用者。

注 ２）pは速報値、rは改定値。

%
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賃金コスト
（製造業）

労働生産性
（製造業）

所定外労働時間
（前年比）

総実労働時間
（前年比）

現金給与総額
（前年比）

一般労働者

定期給与

（前年比） 一般労働者 製造業 指 数 前年比

資料出所

% % % % % % % % %

２００６年 ０.３ ０.３ ０.０ ０.5 ０.7 ２.６ 4.5 １０３.３ ３.３ ９7.３ -２.7

０7 -１.０ -０.4 -０.5 -０.7 ０.０ １.３ ０.３ １０5.7 ２.4 ９4.９ -２.5

０８ -０.３ ０.０ -０.２ -１.２ -０.９ -１.5 -7.３ １０２.６ -２.９ ９９.5 4.９

０９ -３.８ -３.３ -２.１ -２.９ -２.６ -１5.２ -３２.２ ８7.２ -１5.０ １１5.９ １６.5
１０ r ０.６ r １.１ r ０.３ r １.4 r １.６ r ９.０ r３２.３ r ９7.３ r１１.６ r１０２.６ r-１１.5

０９年１２月 -5.９ -5.０ -１.１ -０.９ -０.６ -３.２ ８.4 ９６.９ ９.６ １８２.３ -１６.９

１０年１月 -０.２ ０.２ -０.5 ０.4 ０.９ 4.4 ３１.１ ９６.5 １８.２ ９5.１ -１６.7
２ -０.7 ０.０ -０.4 ０.６ １.３ １１.4 54.６ ９１.６ ２６.８ ８９.３ -２２.８

３ １.０ １.２ ０.６ ３.３ ３.８ １4.5 57.３ １０4.６ ２２.１ 7９.4 -２２.０

4 １.６ ２.２ ０.６ １.６ ２.１ １１.９ 5３.4 ９０.０ １９.7 ９０.３ -１８.６

5 ０.１ ０.5 ０.5 １.３ １.６ １０.4 4６.7 ９7.０ １4.１ ９１.１ -１4.5

６ １.８ ２.5 ０.5 ０.８ １.０ １０.２ 44.7 ９８.６ １２.８ １２4.7 -１１.7

7 １.4 ２.１ ０.5 ０.１ ０.4 １１.１ ３６.5 ９7.３ １０.4 １３１.６ -９.０

８ ０.4 ０.7 ０.4 １.９ ２.３ １０.１ ２９.９ ９６.4 １０.4 ９２.２ -１０.２

９ ０.９ １.２ ０.６ ２.０ ２.4 7.６ ２２.１ １０３.３ 7.８ 7９.7 -7.7

１０ ０.5 １.０ ０.5 ０.7 ０.８ ６.２ １5.３ ９7.２ １.０ ８5.２ -２.０

１１ ０.２ ０.7 ０.３ １.5 １.7 ６.１ １３.８ ９６.８ ３.4 ８８.２ -２.5
１２ r ０.１ r ０.5 r ０.5 r １.２ r １.4 r 5.１ r１１.4 r ９８.６ r １.7 r１８０.０ r -１.３

１１年１月 p ０.２ p ０.5 p-０.4 p-０.３ p-０.３ p ２.１ p ６.６ p１００.６ p 4.３ p ９２.０ p -３.３

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出

日　本

資料出所

万人 万人 万人 万人 % % % % %

２００６年 ６,３８２ １4,44３ ３,９００ ２,９０３ ２,5１5 4.１ 4.６ ９.８ 5.4 ９.２ ８.２
０7 ６,4１２ １4,６０5 ３,９６5 ２,９２３ ２,55８ ３.９ 4.６ ８.4 5.３ r８.３ 7.２
０８ ６,３８5 １4,5３６ 4,０２２ ２,９44 ２,5９２ 4.０ 5.８ 7.３ 5.６ 7.８ 7.０
０９ ６,２８２ １３,９８８ 4,０１7 ２,８９８ ２,5６９ 5.１ ９.３ 7.5 7.６ ９.5 ８.９
１０ ６,２5６ １３,９０６ 4,０３7 - - 5.１ ９.６ ６.９ - r９.８ ９.６

０９年１２月 r６,２4８ １３,7９６ r4,０２８ ２,８８６ r２,55０ 5.２ ９.９ 7.4 7.7 ９.９ ９.5
１０年１月 r６,２８１ １３,８5１ 4,０２5 ２,８８4 - r5.１ ９.7 7.３ 7.９ ９.９ ９.5

２ r６,２６８ １３,８7０ 4,０２5 ２,８８4 - r5.０ ９.7 7.３ 7.９ ９.８ ９.６
３ r６,２６８ １３,８９5 4,０３１ ２,８８7 ２,555 r5.１ ９.7 7.１ 7.８ ９.８ ９.６
4 r６,２44 １３,９３８ 4,０３８ ２,８９８ - 5.１ ９.８ 7.０ 7.８ r９.８ ９.６
5 r６,２３１ １３,９３5 4,０44 ２,９０２ - r5.１ ９.６ ６.９ 7.7 ９.８ ９.６
６ r６,２３８ １３,９０９ 4,０4９ ２,９１６ ２,5８０ r5.２ ９.5 ６.８ 7.８ r９.８ ９.６
7 r６,２55 １３,８９９ 4,０5２ ２,９１６ - r5.１ ９.5 r６.7 7.7 ９.7 ９.６
８ r６,２5２ １３,９２7 4,０5６ ２,９１９ - r5.０ ９.６ ６.7 7.7 ９.7 ９.６
９ r６,２7９ １３,９３８ 4,０６０ ２,９１３ ２,5９１ 5.０ ９.６ ６.６ 7.８ ９.7 ９.６
１０ r６,２６８ １３,９０８ 4,０６３ ２,９０９ - 5.１ ９.7 ６.６ 7.８ ９.7 ９.６
１１ r６,２4１ １３,８９１ 4,０６６ ２,９１２ - 5.１ ９.８ ６.６ 7.８ ９.7 ９.６
１２ r６,２5２ １３,９２１ 4,０６９ - - 4.９ ９.4 ６.６ - ９.7 ９.６

１１年１月 ６,２６９ １３,９３２ 4,０7２ - - 4.９ ９.０ ６.5 - ９.６ ９.5

総務省
「労働力調査」 OECD「Harmonised Unemployment Rates」

前年比 指 数

就業者数（季調値）3）

アメリカ ドイツ イギリス フランス 日　本 アメリカ ドイツ イギリス フランス EU２7

標準化失業率（季調値）4）

万人 %

アメリカ労働統計局
「Labor Force Statistics」

ドイツ連邦統計局
「Labour Market」

イギリス国家統計局
「Labor Market Statistics」

EUROSTAT
「Labour Force Survey」

総務省
「労働力調査」

アメリカ労働統計局
「Labor Force Statistics」

注３）アメリカ：１６歳以上。イギリス：１６歳以上。月数値については、２カ月前からの３カ月間の平均値である。
　　ド イツ：公務員及び臨時雇用者を除く。フランス：原数値。四半期の数値を各四半期の最終月に表示。
注4）EU27か国（2007年1月現在加盟国）のデータを記載。

失業率（季調値）
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　最近の雇用情勢は、「依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられる」（本年2月月例経済報告）と、過去１
年程度、「厳しい」状況の下で「持ち直しの動き」が進んでいく状況にある。ここでは、そのような情勢の中でのいわゆる非正
規層の人数、雇用形態、賃金等の状況について、2月下旬に相次いで公表された、総務省の「労働力調査（詳細集計）」及び
厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」からみてみたい。
　まず、２月 21 日に公表された労働力調査（詳細集計）平成 22 年平均（速報）結果（注 1）で、非正規雇用者の雇用の状況を
みる。平成 22 年平均の正規の職員・従業員が 3355 万人（前年比 25 万人減）と 3 年連続の減少となったのに対して、非正
規の職員・従業員は 1755 万人と、前年に比べ 34 万人増加し、2年ぶりの増加となった。平成 14 年以降（注 2）では、リーマン・
ショック翌年の平成 21 年を除き、非正規の職員・従業員は増加傾向にある。また、雇用者（役員を除く）に占める非正規の
職員・従業員の割合は 34.3％と前年に比べ 0.6 ポイント上昇し、平成 14 年以降で最高となった。
　非正規の職員・従業員数を雇用形態別（注 3）にみると、パート・アルバイトは 1192 万人と前年に比べて 39 万人増加、契約
社員・嘱託は 330 万人と 9 万人増加となっているのに対し、労働者派遣事業所の派遣社員は 96 万人と前年に比べて 12 万人
の減少となっている。
　性、年齢階級別にみた非正規の職員・従業員の割合（性、年齢階級別にみた正規及び非正規の合計に占める割合）は、男
性では 65 歳以上が 68.6％ともっとも高く、次いで 15 ～ 24 歳の 43.3％、55 ～ 64 歳の 28.8％、25 ～ 34 歳の 14.0％、35 ～
44 歳及び 45 ～ 54 歳の 8.1％の順となっている。女性では 65 歳以上が 69.4％ともっとも高く、次いで 55 ～ 64 歳の 64.0％、
45 ～ 54 歳の 57.8％、35 ～ 44 歳の 53.7％、15 ～ 24 歳の 49.6％、
25 ～ 34 歳の 41.3％の順となっている。男性では、高年齢層と若年
齢層で非正規の職員・従業員の割合が高いのに対し、女性では、25
～ 34 歳を除く全ての年齢階級において、半数または半数以上を非
正規の職員・従業員が占める。
　次に、2月 22 日に公表された平成 22 年賃金構造基本統計調査結
果（注 4）で非正規雇用者の賃金（注 5）をみてみよう。賃金構造基本統
計調査では、常用労働者の雇用形態を図 1のように区分しており、
「正社員・正職員以外」とは事業所で「正社員・正職員」とする者
に該当しない者である。本稿では、短時間労働者を含めず、一般労
働者の「正社員・正職員以外」の賃金に着目した。
　平成 22 年の一般労働者の「正社員・正職員」の賃金を性別にみ
ると、男性で 338.5 千円（平均年齢 41.5 歳、勤続年数 13.8 年）、女
性で 244.0 千円（同 38.7 歳、同 9.7 年）となっている。「正社員・
正職員以外」の賃金は、男性で、228.8 千円（同 47.4 歳、同 7.6 年）
と前年比 3.1％の増加、女性で、170.9 千円（同 42.9 歳、同 6.0 年）
と前年比 0.7％の減少となっている。年齢階級別にみると、「正社員・
正職員」では年齢階級が高くなるとともに賃金が上昇し 50 ～ 54 歳
（女性は 45 ～ 49 歳）をピークとする賃金カーブとなっている。「正
社員・正職員以外」については、男性では 55 ～ 59 歳と 60 ～ 64 歳
をピーク（251.3 千円）とするゆるやかな賃金カーブになっている
のに対し、女性では年齢階級が高くなっても賃金の上昇があまりみ
られず、30 ～ 34 歳における 183.6 千円がもっとも高い賃金となっ
ている（図 2）。　　　　　　　　　　　（調査・解析部　上村聡子）
　　　　　　　　　　　　　　　

（注 1）調査結果の詳細については総務省統計局のホームページ（http://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/dt/index.htm）を参照。
（注 2）平成 13 年までは「労働力調査・特別調査」で同 14 年以降現行の形となった。
（注 3）労働力調査（詳細集計）では、就業者のうち会社・団体等の役員を除く雇用者の雇用形態を、勤め先での呼称によって、「正規の

職員・従業員」、「パート」、「アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員・嘱託」、「その他」に区分している。
（注 4）調査結果の詳細については厚生労働のホームページ（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/52-22.html）を参照。
（注 5）所定内給与額。きまって支給する現金給与額（労働契約等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって 6月

分として支給されたもの）のうち、超過労働給与額（時間外勤務手当、深夜勤務手当等）を差し引いた額。

最新のデータでみる非正規雇用者の状況
ちょっと気になるデータ解説

図１　賃金構造基本統計調査における雇用形態

資料出所：平成22年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）
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図 2　雇用形態別賃金

資料出所：平成22年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）

　当機構が公開している労働統計データベース（http://stat.jil.go.jp/）は、厚生労働省から公表される統計調査を中心に、賃金や労働時
間などの労働統計データを幅広く提供しています。賃金構造基本統計調査を時系列で検索できることが特徴の1つで、新産業分類（日本
標準産業分類の第12回改定）で表章された21年結果と過去のデータとの接続作業を行っていましたが、3月4日より21年結果の提供を開
始しています。


